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当社グループについて
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グループ概要
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創業 １８９２年１月

資本金 ５７７．７２億円

連結売上高 ２兆３，２５１億円

連結従業員数
１６，９８６人
（２０２４年３月現在）

グループ会社数 １４７社

代表的な施工実績

２０１２年２月 東京スカイツリー

２０２３年１月 エスコンフィールドＨＯＫＫＡＩＤＯ

２０２３年３月 川上ダム

２０２４年３月 横浜シンフォステージ

２０２５年２月 大阪関西万博 大屋根リング



企業理念

企業行動規範

三箴
さんしん

大林組基本理念
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大林グループが目指す姿を実現するための方針と戦略



マテリアリティ
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貢献するSDGs

貢献するSDGs

貢献するSDGs

貢献するSDGs

貢献するSDGs

貢献するSDGs
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サステナビリティ推進体制



当社グループの人権尊重の取り組み
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人権デュー・デリジェンスの進捗状況

2011年度 ・人権方針策定

2019年度 ・人権優先課題特定

2020年度 ・現状把握実施（各事業・各部署）

2021年度

・グループ人権方針に改訂
・社長メッセージ発信
・現状把握実施（国内グループ会社）
・推進体制整備

2022年度 ・人権デュー・デリジェンスロードマップ策定

2023年度

・国内グループ会社への取り組み展開
（サプライチェーンへのCSR調達方針の周知、
外国人労働者・技能実習生の雇用状況調査
およびヒアリング）

・主要事業部への人権モニタリングを試行

【大林グループが優先的に取り組む人権課題】
●児童労働 ●劣悪な労働環境および生活環境
●強制労働および人身取引 ●適正な労働条件の整備
●差別および脆弱な立場に置かれやすい人への ●建造物の安全性確保
合理的配慮 ●地域住民の生命および健康の侵害

●ハラスメント ●プライバシーの権利侵害
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サプライチェーンに対する取り組み

・CSR調達ガイドライン各項目の
遵守状況の確認

・ガイドラインおよび相談・通報窓口の
周知状況の確認

・各社へのフィードバックの実施

0.0 1.0 2.0 3.0 4.0 5.0

法令順守

企業倫理の確立

人権の尊重

安全衛生の確保

環境への配慮

品質の確保

災害時リスク管理体制の構築

情報セキュリティの確保

社会貢献

CSR調達の意識向上と社内浸透

（2023年度結果）

CSR調達ガイドラインアンケート 平均3.07



■外国人技能実習生数（有効回答企業：250社）

受入総数 2,682人（昨年比＋1,430人）

うち、当社現場に入場した数 855人（昨年比+398人）
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＜当社現場に入場した外国人技能実習生の国籍内訳＞
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<当社現場に入場した外国人技能実習生の実習職種内訳>

外国人技能実習生受け入れ状況に関する調査
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サプライチェーンに対する取り組み

（2023年度結果）



企業担当者へのヒアリング

・業務内容、労働条件、生活面のサポート など

■ヒアリング内容

外国人技能実習生本人へのヒアリング

・業務や生活でのサポート体制 など

■評価・課題

多くの会社において、きめ
細やかなサポートをしてい
るが、一部の会社では改善
すべき事項が見受けられた

技能実習生本人へのヒアリ
ングでは、人権侵害にあた
るような事象は見受けられ
なかった

建設現場の多言語対応など、
さまざまな場面で言語サ
ポートが必要であることを
確認した
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サプライチェーンに対する取り組み
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調達資材のトレーサビリティ調査

2021年度より、建設資材のうち、環境破壊リスク・人権リスクが高いと思われる木材および

太陽光パネル部材について、トレーサビリティ調査を実施

木材 太陽光パネル

マレーシアのサラワク州での、熱帯雨林の
違法伐採による「生態系の破壊」や「先住
民族の人権侵害」が問題視

新疆ウイグル自治区での中国政府による
強制労働の疑いがあり、国連が「深刻な人
権侵害」としている

・76社（前年比+21社）に対して、商流および森林認証
材使用の有無について調査

・おおむねトレーサビリティは確保されている
・FM認証を受けた森林から調達している商流の割合は
増加傾向にある一方で、森林から販売会社まですべて
で認証を取得している商流は少ない

・合法木材に関しても、全体として約9割の商流で調達
できている一方で、確認できていない商流も1割存在

・7社（前年比+2社）に対して、製造拠点および製造
過程での新疆ウイグル自治区の関与の有無を調査

・ほぼすべての企業が、サプライヤーに対して、ガイド
ラインなどにより児童労働や強制労働などを禁じる
ことを要請している

・新疆ウイグル自治区産材を使用している企業が存在
したもののSA8000認証に基づいたサプライチェーン
管理を実施しており、児童労働や強制労働などを用い
て製造された部材の使用がないことが確認できた

サプライチェーンに対する取り組み
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サプライチェーンに対する取り組み

協力会社エンゲージメント

・毎年、品質や安全、環境などに加え、働き方改革や生産性向上、担い手確保など
幅広いテーマについて、大林組林友会に加盟する企業と意見交換を実施

・半年に一度、「品質」「安全」「環境」など７項目を評価項目として、
サプライヤーを５段階で評価
→評価結果は各社に個別に通知し、面談などを通じて改善指導を行うとともに、
優良なサプライヤーを表彰

・サステナビリティに関する研修も定期的に開催

2024年4月23日林友会連合会 2024年10月15日大阪林友会総会

「サステナビリティとCSR調達」をテーマにした研修風景



外国人労働者に対する当社の取り組み

■多言語による安全看板等の掲示

建築ポータル、土木ポータルに、多言語表示した看板データを掲載

■多言語による安全衛生教育用ビデオ

安全本部ポータルに、災防協制作の安全衛生教育用ビデオを多言語で掲載
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JP-MIRAIアシスト社内浸透の取り組み

【周知活動】

・各支店の総務部・工事部などへJP-MIRAIアシスト導入についてのメール通知

・社内ポータル「外国人労働者受入ポータル」へポスター・リーフレットをアップ

・建設現場におけるポスターの掲載

・新規入場者教育時の外国人労働者へのリーフレット配布

・全グループ社員向け人権研修において紹介

JP-MIRAI『企業協働プログラム』へ2024年度より参加
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